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１．はじめに 
 

(1) 背景 

現代の日本社会は、工業社会から情報社会、知識社会

へと転換してきている。多様で目に見えにくい情報や知

識を重視する社会への転換により、ものづくりは個別の

要求を無視した大量生産から、個々の顧客の要求を満た

すような多品種少量生産へと転換してきている１）。また、

近年実施された人事院の調査２）によれば、国家公務員に

対する不満や憤りの上位 3つは、対応が遅く、手続に時
間がかかること、すぐにたらい回しをしようとすること、

つまらないことで形式や前例にこだわることであり、対

応の速度、サービス意識、業務の柔軟性等の面から行政

サービスを改善することが期待されている。 

このような背景を踏まえ著者らは、国土交通省の国道

事務所（以下、事務所という）を対象に、日常業務の中

で必要な知識や情報を共有し利活用するための方法論

（以下、方法論という）について仮説を構築し、実証的

な研究を進めてきた。この方法論の仮説は、目標（ゴー

ル）・推進体制・人材の学習と育成・知識共有の場から構

成され、各項目のバランスを取りながら組織を改善して

いくべきであるというものである３）－６）。そして知識共

有の場の機能を持続させるためには、場の構成員に知識

を共有することを繰り返し動機づけることが重要である

ことを明らかにし、動機づけ手法の提示とその有効性の

検証に取り組んだ７－８）。さらに知識や情報の共有化に着

手する時点に着目し、その動機づけを支援するために知

識や情報の共有化の手順を考案した９）。本手順は、①検

討の目的と対象の明示、②情報共有ニーズの把握、③

情報を共有化する方向性の設定、④具体的な改善施策

に着手、の４段階から構成される。 
 

(2) 目的と概要 

本研究は、イントラネットを通じて行政部門と研究部

門との間の交流を促し、年間で数回の対面の場では共有

しきれない行政ニーズや技術シーズを、日常的に共有さ

せるための仕組みを構築することを目標としている。そ

のためまず、前出の手順に基づき、両部門間で知識や情

報を共有化する目的やニーズを検討し、必要と考えられ

る仕組みを明確化した。さらにイントラネット上でその

仕組みを具体化し、両部門間の情報共有サイトの構築に

取り組んだ。 
 
２．知識や情報を共有化する仕組みの検討 
 

(1) 行政部門と研究部門との交流の重要性 

国土技術政策総合研究所のイメージを国土交通省の

事務所の職員に聞くと、「敷居が高く、気楽に相談しに

くい」という意見が良く聞かれる。しかしながら、事

務所をはじめとする行政部門が前出のような国民から

の批判に応えるためには、旧来からのやり方に固執す

るよりは、新しい科学技術を活用して改善に取り組む

方が効果的である。また、国土技術政策総合研究所を

はじめとする研究部門が単独で技術開発を進めるより

は、行政や社会のニーズを的確に取り込んで技術開発

を進める方がより有用な技術開発になる。これらの根

拠として、例えばコーエン・プルサック(2001) １０）は、

自分の仕事をきちんとこなすために知っておくべきこ

とを個人がすべて知りえた時代はすでに過去となった

とし、個人の知識を調整し高めてくれる社交ネットワ

ークに所属することが必要であることを主張している。 
したがって、両部門間に横たわる敷居を低くし、知

識や情報の交流を促進することにより、より多くの課

題の解決に取り組んでいくことが重要である。 
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(2) 部門間で知識や情報を共有化する仕組みの検討 

著者らがこれまでの研究で考案した手順に基づき、

行政部門と研究部門との間で知識や情報を共有化する

仕組みを検討する。 
まず、知識や情報を共有化する目的と対象組織を明

確化する。著者らはこれまで、情報基盤研究室内にお

ける行政ニーズと技術シーズの共有化を進めてきた。

これを行政部門と研究部門との間へと拡大し、行政ニ

ーズと技術シーズの共有化及びそれによる行政部門の

課題解決と研究開発の支援を目的として検討を進めた。

また、この目的を達成するために対象とすべき組織は

行政部門と研究部門である。 
次に、行政ニーズや技術シーズに関連する知識や情

報の流れを、国土交通省の行政部門と研究部門及び学

識者や民間企業等の外部機関を含めて図－１に模式化

し、本研究で検討すべき情報共有ニーズが存在する部

分を明確にした。図－１の考案にあたっては、西垣

（2004）１１）、瀧・宮川（1969）１２）を参考にした。 
図－１における知識や情報の流れを説明すると、ま

ず右側にある国民等から行政部門（本省・地方整備局

及び国道事務所等）に対して「社会ニーズ」が寄せら

れる。行政部門が社会ニーズに対応するための行政サ

ービスを考案するにあたり、解決しなければならない

技術的課題が「行政ニーズ」として、研究部門に提示

される。研究部門では、左側にある外部の学識者や民

間事業者等が開発した「技術シーズ」及び自ら開発し

た「技術シーズ」を「行政ニーズ」に対応しうるよう

に加工して、行政部門へと戻す。行政部門はその技術

を利用し、「行政サービス」として国民等へ提供する。 
このような知識や情報の流れにおいて、情報基盤研

究室は図－１でいう研究部門に属する。本研究におけ

る知識や情報の共有化の目的を考えると、情報基盤研

究室が担うべき主要な役割は、外部から調達した技術

シーズ及び自ら開発した技術シーズを行政部門の課題

の解決に活用できる形に加工することと、最新の行政

ニーズを把握し外部及び自らの技術シーズの開発に取

り入れていくこと、である。つまり、図－１で「行政

ニーズと技術シーズの融合」として網掛けした部分に、

情報基盤研究室と行政部門との間で共有すべき知識や

情報のニーズが存在する。そのため本研究では、研究

部門（情報基盤研究室）と行政部門（本省、地方整備

局及び国道事務所等）との間で行政ニーズと技術シー

ズ（以下、行政ニーズ等という）を日常的に共有化す

るという方向性を軸に、具体的な仕組みを考案するこ

ととした。 
 

３．イントラネット上の情報共有サイトの構築 

 
(1) 情報を共有化する手段の検討 

行政部門と研究部門との間で行政ニーズ等を共有化

するためには、対面による方法と情報技術を用いて行

う方法がある。 

対面による方法は従来から行われており、会議や打

ち合わせ等を通じて情報を交換・共有する。対面によ

る方法は事象を深く理解したり、人間関係を構築した

りするためには有効である一方で、相互に業務を抱え

る中での日程調整や移動のための時間の確保等の負担

がある。また、年間で数回の会議や意見募集では、意

見を提出できるタイミングでアイディアを思いつかな

いと意見を出せないため、日常的な業務における職員

の気づきを技術開発に取り入れるタイミングを逃して

しまうことになる。 
本研究では、これらの対面による方法の欠点を補う

ために、イントラネットを通じた行政ニーズ等の共有

方法を考案することにした。 
 

(2) 情報共有サイトの設計の考え方 

著者らは、イントラネット上の情報共有サイト（以

下、情報共有サイトという）を行政部門が抱える行政
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ニーズと研究部門が保有する技術シーズを日常的に交

換する場として運営することをねらいとしている。イ

ントラネットを利用するとしても、情報を提供し利用

するのは両部門の職員であり、人と人のコミュニケー

ションであることに変わりはない。林（2000）１３）は、
コミュニケーションがうまく機能しないというのはす

べて、「a メッセージの送信者」、「b メッセージの（内
容）性質と量」、「c メッセージ伝達の方法とチャネル」、
「d メッセージの受信者」のどれかに問題があるとし
ている。これらのうち「c」については、イントラネッ
トを利用することを決めているので、利用者の立場に

立った情報提供（「b」と「d」に対応）と行政部門と研
究部門の双方からの情報発信（「a」と「d」に対応）に
ついて考え方を整理した。 

a) 利用者の立場に立った情報提供 

情報基盤研究室は情報共有サイトの管理者であり、

少なくともその立ち上げ期においては、主にメッセー

ジの送信者になる。メッセージの送信においては、相

手の立場に立った情報提供が求められる。 

このため著者らは、研究課題ごとに研究の根拠とな

る行政ニーズを洗い直し、過去の研究成果及び現在の

研究課題を、行政部門に提供できる支援方策として整

理した。家庭電化製品のマニュアルを例に取ると、「Ａ

という機能があります」という説明ではなく、「Ｂをし

たいときは、Ａという機能を利用することができます」

というユーザーの利用場面を想定した機能の説明とな

るように心がけた。 

b) 行政部門と研究部門の双方からの情報発信 

情報基盤研究室からの情報発信は、情報共有サイト

に提供されている情報が陳腐化しないように、常に新

しい情報に更新することである。 

行政部門からの情報発信については、何か困ったこ

とが生じたときに、情報共有サイトを閲覧したり、相

談ごとを問い合わせたりするという情報発信が想定さ

れる。したがって、情報基盤研究室への問い合わせを

いつでも書き込めるように、困りごとや相談の自由記

入欄を用意した。また、自由記入欄は a)で整理した行

政ニーズと関連づけ、研究の担当者と問い合わせ先を

明記した。この理由は、問い合わせ先の担当者が分か

る方が相談をしやすいと考えられ、また、研究の担当

者間で回答の責任分担をある程度明確化しておく方が

相談ごとのたらい回しを回避できると考えられるため

である。 

 

(3) 情報共有サイトの構築 

情報共有サイトの設計の考え方に基づいて、行政ニ

研究室が想定している現場の悩み 研究室が提供できる支援方策と研究紹介

　事務所内における組織横断的な情報の共有化は、日常的で身
近な問題ですが、共有化は面倒くさい、適当な方法が分からない
というのが実態ではないでしょうか。
　例えば、以下のようなお悩みがあるのではありませんか。

　当研究室では、国道事務所を対象として、日常業務の中で必要
な知識や情報を共有し利活用するために実用可能な方法の開発
に取り組んでいます。平成１７年度は「国道事務所における情報共
有の手引き（仮称）」を作成する予定です。
　我々と一緒に、組織横断的な知識や情報の共有化に取り組みま
せんか？

1-1 事務所内で、最近の話題や幹部からのメッセージ、事務所全
体の動きなどをタイムリーに共有したい…。

1-1　一般的な情報をイントラネット上で共有するのであれば、ポー
タルサイト化することが有効です。また、コミュニケーションをとりや
すい執務環境づくりも効果的です。

1-2 紙ベースの資料やデータがすぐ散逸してしまい、整理が上手
にできない。

1-2　紙文書の整理については、事務所内に文書管理センターを
設置している事例があります。

1-3 これまでの問い合わせの内容を十分に理解していない職員
が不用意に対応したために、住民とのやりとりがこじれてしまっ
た。事前に情報を入手できれば良かったのに。

1-3　住民等からの問い合わせ窓口を一元化した事例としては、
道の相談室があります。また、住民等からの苦情の共有システム
のプロトタイプも、参考にしてください。

1-4 関係者を集めて会議を開催するが、だらだらと長時間にわ
たったり、何も意思決定がなされなかったりといった問題が多い。
効率的・効果的な会議の方法はないのか。

1-4　組織によって会議の進め方は千差万別でしょう。関係者で集
まり、会議の心得を作成するという方法は参考になるのではない
でしょうか。

1-5 情報の共有化は繰り返し問題になる。なんとか情報の共有化
を継続させる、定着させる方法はないのか。

1-5　事務所の好事例や一緒に取り組んでくださる事務所を募集し
ます。以下の記入欄にメッセージをご記入ください。

1-6 上司から施策のアイディアを出せと言われた。何か参考とな
る例はないか。

1-6　情報基盤に関連した好事例であれば、このサイトをくわしくご
覧ください。また、道路局の知恵袋では年度ごとの好事例・ベスト
プラクティスを検索できます。

1-7 技術相談をしたいが、ちょっと国総研は敷居が高くて･･･。
1-7　以下の記入欄にメッセージをご記入ください。また、国土技術
政策総合研究所の研究全般については、こちらへお願いします。

＜関連研究＞

知識や情報の共有と利活用方策の開発（主担当：Ａ主任研究官
連絡先　××××）

表-１．行政現場における行政ニーズと情報基盤研究室が提供しうる技術シーズ（組織横断的な情報の共有化）
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ーズと技術シーズを融合させる情報共有サイトを構築

した。表－１に、組織横断的な情報の共有化に関する

部分を例示する。表の左側が情報基盤研究室で想定し

た現場の悩み、つまり行政ニーズである。また、表の

右側が情報基盤研究室で実施している、あるいは過去

に実施していた研究テーマ、つまり技術シーズである。

行政ニーズと技術シーズは厳密にいえば一対一で対応

するものではないが、解決策を求めて情報共有サイト

にアクセスしてくる職員の期待に応えるため、一対一

の対応になるように割り切って記載することとした。 

行政ニーズの整理にあたっては、行政部門の職員が

情報共有サイトの該当部分を閲覧して、確かに困って

いると感じ、情報基盤研究室へと問い合わせるきっか

けになることを期待している。そのため、行政部門の

職員が親しみやすいように、行政ニーズを「現場の悩

み」、技術シーズを「研究室が提供できる支援方策」と

表記し、それにあわせて記載内容を調整した。 

また情報共有サイトには、二種類の技術シーズが掲

載されている。ひとつは表－１の 1-1～1-3 のように、

情報基盤研究室が行政部門から相談を受けたときに、

過去の研究成果に基づいてある程度の助言をできるも

のである。もう一つは表－１の 1-5 のように、情報基

盤研究室で研究中の技術シーズであり、行政部門の好

事例があれば参考にしたい、あるいは行政部門の実態

を見ながら一緒に研究を進めたいというものである。

そして技術シーズのうち具体的な成果の事例を紹介で

きる技術（表－１の下線部分）については、その目的、

概要、成果を簡単かつビジュアルに説明する資料を添

付した。 

これらに倣う形で、情報基盤研究室で実施している

すべての研究テーマを整理した。 

なお、本論文の執筆時点では、情報共有サイトをイ

ントラネットに掲載できていない。情報共有サイトが

実用化されれば、日常的な行政ニーズと技術シーズの

融合を支援することにより、これまで以上に有用な技

術開発が可能になると考えている。 

 

４．まとめと今後の課題 

 

本研究では、行政部門と研究部門との間で、行政ニ

ーズ等の交流を促すことを目的として、イントラネッ

ト上に情報共有サイトを構築した。情報共有サイトの

設計にあたり、利用者の立場に立った情報提供及び行

政部門と研究部門の双方からの情報発信が重要である

という考え方を整理した。 

また情報基盤研究室の研究テーマの位置づけを、行

政ニーズの側からとらえなおした。情報共有サイトを

継続的に更新することにより、各研究者が行政ニーズ、

ひいては社会ニーズを敏感に意識するようになり、よ

り有用な技術開発へとつなげていくことができると考

えている。 

一方で情報共有サイトはまだ実用化されていないの

で、今後はまず実用化を急ぐ必要がある。さらに、行

政部門や情報基盤研究室以外の研究部門の利用を促し、

情報共有サイトの利用効果を整理していきたいと考え

ている。 
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